
Ⅰ．はじめに

　長野県諏訪地域は，日本を代表する工業地域と

して特に精密機械工業の集積から数多くの研究者

が対象地域として取り上げてきた。

　それらの中には，諏訪地域と新潟県柏崎市の工

業従事者における労働力需給の関係性について比

較検討がなされた事例���や，諏訪地域の工業発展

の経緯を概観し，都区部の工業地域との比較，な

らびに気候や勤勉度など７つの項目から工業の発

展要因分析した研究���などがある。また近代から

同地域の中心的な役割を担ってきた岡谷市の機械

工業を事例に，産業集積と企業間ネットワークに

ついて行われた考察���などもみられる。しかしこ

れらの研究は諏訪地域の工業特性を捉えた経済地

理学の見地から考察されたものがほとんどであ

り，地域に居住する生活者に焦点を当てて行われ

た研究事例は少ない。そこで本稿では，諏訪地域

が工業的特性を有していることを前提に，地域に

居住する人々の居住地移動について考察を行う。

　居住地移動に関しても，地理学の分野では多く

の蓄積がなされている。世帯の一連の居住地移動

を把握することにより，ライフサイクルにおける

居住地移動の位置付けを試みた研究��，居住地移

動と生活行動の関係性を論じたもの��，さらには

千葉市を事例に移動パターンと移動者属性から居

住地移動をとらえた事例���などがある。加えて愛

知県一宮市における中心部残留者と郊外流出者の

区分要因の考察���や，鉄道開通による通勤環境の

改善から通勤行動の変化と併せて居住地選択行動

を論じた研究���等もみられる。

　しかし，居住地移動研究にも，首都圏に代表さ

れる都市圏の郊外部での研究事例がその大勢を占

め，都市圏域外の地域に居住する人々の居住地移

動を扱った研究は少ないのが現状である。

　そこで本論では，日本を代表する工業地域の一

つであり，都市圏郊外部とは異なる機能を有する

長野県諏訪地域を対象地域として取り上げ，地域

内に居住する工場労働者���の居住地移動パターン

とその要因について考察を行う。

　本稿では，２００３年１０月，ならびに２００４年の５月

に対象地域で行った聞き取りを中心にしたフィー

ルドワークならびに２００４年７月に事例企業で行っ

たアンケート調査の結果を元に分析・考察を行っ

た。

　諏訪地域は諏訪湖沿岸の岡谷市（約５６，�０００人），

下諏訪町（約２４，�０００人），諏訪市（約５４，�０００人），

茅野市（約５４，�０００人），原村（約７，�０００人），富士

見町（約１５，�０００人）の３市２町１村を含む地域で，

総面積は７１５．�４０平方キロメートル中，その１．８％

を占める諏訪湖周辺部に宅地や企業・工場が集積

している。地域の中央部を中央自動車道が北西部

から南東部にかけて貫き，それに並行する形で国

道２０号線と��中央本線が走っている。また岡谷

市では中央自動車道から分岐した長野自動車道が

北へ向けて走っており長野県中央部の交通の要所
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として重要な地理的位置にある。（第１図参照）

Ⅱ．諏訪地域における工業の形成過程と事業所・

就業者の分布

　本論に入る前に，諏訪地域における工業の歴史

的な形成過程と，現在の工業地域内に立地する事

業所ならびそれらに勤務する従業者について概観

する���。

Ⅱ－１　諏訪地域における工業の形成過程

Ⅱ－１－１）　明治から戦前にかけての諏訪地域

　明治期より以前，諏訪地域の工業は，岡谷・諏

訪を中心に行われていた製糸業や近隣の山々から

石材を採掘し加工する石材加工業，冬の寒冷な気

候を活かした寒天製造・酒造等の食品工業，加え

て小規模の金や銀等の採掘等が主要項目であっ

た。

　それが明治期に入ると国が殖産興業政策に重点

を置いたことにより，鉱産資源の開発とその利用

が諏訪地域でも工業の中心になった。それまで規

模が小さかった金や銀などの貴金属や鉄鉱石の試

掘，石灰岩の採掘を行い，諏訪湖周辺に湧出して

いた天然ガスを用いた電力開発も行われた。ま

た，１９０５年には中央線が岡谷まで開通し，諏訪地

域の工業発展に大きく寄与した。

　大正期には天然ガスの資源としての注目が高ま

り，１９２２年に「諏訪天然瓦斯株式会社」が設立さ

れた。また１９００年に諏訪地域で最初の「落合発電

所」が建設されて以降，電気が普及，需要は高ま

り大正期の末までに９箇所の発電所が建設され

た。

　しかし昭和期に入ると，世界恐慌により諏訪多

くの企業が大きな打撃を受け，発展の勢いは減退

した。中でも製糸業者は運転を停止させている工

場を利用して，当時市場の拡大が著しかった味噌

醸造業への転換がみられるなど，諏訪地域の産業

構造の転換期となった。

　満州事変後，日本が準戦時体制に入ると電気事

業が国家の管理体制の中に移され，諏訪地域の電

力会社も統合が進められた。１９４２年に，関東地方

で始めての本土空襲が行われると，軍需産業が集

中する京浜地域の工場が空襲を避けるため，諏訪

地域の製糸業跡地への企業・工場の疎開が始まっ

た。それに併せて，諏訪地域では軍需産業を支え

るため鉄山の開発・増産が促進され，産業全体に

占める機械工業の割合が次第に高くなっていっ

た。

　太平洋戦争の時期を迎えると，諏訪地域では機

械金属工業化が著しい発展を遂げる。それまで諏

訪地域の機械工業は農作業具を作る比較的規模の

小さいものであったが，軍需産業の立地によりそ

の規模は拡大の一途を辿る事となった。

Ⅱ－１－２）　戦後の諏訪地域

　戦争が終結し１９５０年代後半に入ると，日本の工

業は急速な量的拡大を目標に掲げ社会的需要と供

給のバランスを高いレベルで実現するため工業生

産性の向上に努めていった。その傾向は，諏訪地

域の機械工業にも大きな影響を与えた。高度経済

成長期，諏訪地域の工業生産はドッジプランに基

づく再編により，時計・カメラ・オルゴール等の

精密機械製造に特化した工業地域として発展を遂

げるようになる。

　戦前から機械工業の促進がなされ，戦時中には
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第１図　研究対象地域



京浜地方から精密機械工業が疎開したこともあ

り，諏訪地域に時計やカメラなどの微細作業を伴

う産業が立地する素地は極めて豊富だった。時計

製造においては大和工業と第二精工舎諏訪工場

（現　セイコーエプソン）が，戦後すぐに男物時

計を中心に生産を開始した。またカメラ製造では

大正期に顕微鏡専門メーカーとして創業した高千

穂製作所（現　オリンパス工業株式会社）も戦後，

カメラの生産に入っている。これらのメーカーは

諏訪地域に立地する中小企業を下請会社として機

能させ，その生産性の向上に努めた。

　１９５８年，「新産業都市建設促進法」の成立に伴い，

諏訪地域は内陸部として唯一である新産業都市の

指定を受けた。しかし，指定後の諏訪地域の工業

が順調に発展していたわけではない。オイル

ショックに代表される経済背景の変容の影響や，

香港・韓国などのアジア諸国の工業化も諏訪地域

の工業再編の要因となった。

　重層的かつ緊密に連携を取り合ってきた大中小

の企業の構造的な関係が，現在では希薄化しその

再構築が進んでいる。昭和後期に入ると，諏訪地

域のみに留まらない中京や関東との高速交通によ

る緊密かも視野に入れた対応が工業展開の方向性

として模索され現在を迎えている。

Ⅱ－２　諏訪地域における事業所・就業者の分布

Ⅱ－２－１）　事業所の分布

　現在（２００１年時点），諏訪地域における事業所

の総数は公営・民営をあわせて１３，�２０２で，長野県

内の事業所の約１０．２％が諏訪湖周辺部に立地して

いる。その内訳は諏訪市の４，�２１１，以下岡谷市

（３，�４７０），茅野市（２，�７７６），下諏訪町（１，�４９７），

富士見町（８４７），原村（４０１）と続いている。（第

２図参照）

　この分布は，諏訪湖沿岸部を中心に諏訪地域の

工業化が進展していったことに依るところが大き

い。江戸時代から養蚕業と製糸業が盛んであった

諏訪地域は，明治期に入ると機械製糸の時代に入

り湖岸周辺部に工場が立地するようになる。その

後，世界恐慌により製糸業は衰退の一途をたどる

が，軍需工場がそれら製糸工場の跡地に疎開した

ため，戦後は機械工業が湖岸部に立地することと

なった。そして，高度経済成長期以降，工場群は

更なる用地を求めて地域の東部にあたる茅野市や

富士見町などにも立地するようになり現在の分布

状況となった。

Ⅱ－２－２）　就業者の分布

　第３図は，諏訪地域の常住地における通勤者数

を示したものである。　岡谷市では就業者の７０．�７％

にあたる２３，�１３６人が自市町村に就業地を有してい

る。以下，諏訪市（６９．３％　２２，�０８４人），茅野市

（７１．２％　２３，�８８０人），下 諏 訪 町（５１．７％　７，�１７３

人），富士見町（６８．２％　６，�３８８人），原村（６１．６％�

�２８８０人），諏訪地域の他の市町村でもそのほとん

どが自市町村あるいは隣接する諏訪地域内に通勤

しており，盆地を越えて他の地域へ通勤している

人は少ない。

　諏訪地域に常住する就業者は全体で１２６，�０１２人

いるが，この内諏訪地域に就業している人は全体

の９４．１％にもなっている。これは買物や私事など

生活行動の大部分が諏訪地域のみで完結するた

め，居住者が松本市などの隣接する市町村へ向か
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第２図�諏訪圏域内の事業所数（２００１年）
� （事業所・企業統計調査より作成）



う必要性を感じていないことがその要因であると

考えられる。また諏訪地域の地形は盆地状である

ため，盆地から外部に向かう際には域内を移動す

る時以上に心理的な影響を受けるところが大き

い。このような諏訪地域の地形的条件も地域外へ

の通勤流動が少数に留まり，地域内での通勤流動

が特化する条件と考えられる。

　以上を踏まえ，次章では，事例企業の従業員へ

の聞き取り及びアンケート調査の結果等から，諏

訪地域における工場労働者の居住地移動パターン

ならびにその要因を考察する。

Ⅲ．工場労働者の出身地

　本稿では，諏訪圏内の中で茅野市に本社ならび

に第二工場が立地する�社を事例企業に取り上げ

た。かつて諏訪地域に立地する企業の本社機能や

工場は，圏域の中心部である岡谷市から諏訪市に

かけての諏訪湖沿岸部に立地していた。しかし，

近年では不況下の影響もあり，より安価な用地を

求めて地価の安い圏域東部の茅野市から富士見町

にかけて工場をはじめメーカーの立地がみられ

る。茅野市と富士見町の境には中央自動車道の諏

訪南インターチェンジもあり，諏訪湖周辺の企業

立地は高速道路による首都圏や名古屋圏への接続

も視野に入れた圏域東部への移動がみられる。

　そこで本稿では，圏内の東部で事業所数が多い

茅野市の企業である�社を事例に，工場労働者を

正社員と派遣社員の二種類に区分し，それぞれの

居住地移動パターンならびにその要因について考

察を行う。

　�社は本社と第二工場が茅野市に立地する企業

で，１９６１年に創業を開始した。現在は従業員数が

３８０人で，海外にも事業所を有している諏訪地域

でも有数の機械メーカーである。

Ⅲ－１　正社員の出身地分布

　第４図は�社に勤務する正社員の出身地を示し

たものである。この図から�社正社員の出身地は，

諏訪地域内の市町村にその多くが分布しているこ

とがわかる。まず，�社が立地する茅野市の７０人

が全体の２６．５％を占め最も多く，次いで諏訪市の
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第３図�諏訪県内の常住地における通勤者数
（２０００年）

� （国勢調査より作成）

� ※凡例は各市町村への通勤者数の割合を

示す

第４図��社　正社員の出身地
� （�社　従業員名簿より作成）

※



�２３人（１５．２％），富士見町（１７人　１３．０％），岡谷

市（１１人　１０．５％），下諏訪町（１２人　１１％），原

村（８人　８．９％）と続いている。諏訪地域を除く

他の長野県の地域をみると，飯島町（２人）や伊

那市（２人），松本市（２人）など近隣の市町村に

も出身地がみられ，県外をみてみると東京都（４

人）や埼玉県（２人），愛知県（２人）など都市部

を中心に出身地が分布している。

　本社及び第二工場が茅野市に立地しているた

め，正社員に茅野市出身者に多いことが伺える。

しかし，正社員に占める諏訪地域出身者の割合も

８３．３％と高い値を示している。これは先の地域全

体の就業者分布でもみられたことと同様に，居住

者の生活圏が諏訪地域内で完結していることが大

きな要因と考えられる。また，諏訪地域が長野県

内でも有効求人倍率が高い地域であることも，正

社員に占める諏訪出身者の割合が高くなる要素の

一つであると推察される���。諏訪地域はメーカー

や工場等が数多く立地する地域であるため，全国

的にみても就業機会は多い。そのため諏訪地域の

出身者は地元で安定した収入を得られ，また親世

代との近接等の社会的配慮から，諏訪地域に就業

するケースが多くなるのではと考える。つまり，

諏訪地域が，地元就職志向が高くそれを受容しう

る地域であることが，域内出身者が多い要因と推

察される。

Ⅲ－２　派遣社員の出身地分布

　第５図は�社に勤務する派遣社員の出身地を都

道府県ごとに示したものである。まず最も多いの

が諏訪地域を含む長野県の４２人で全体の４０．８％を

占めている。次いで北海道の１５人（１４．６％），沖縄

県の１０人（９．７％）で，以下青森（５人　４．９％），

茨城（３人　２．９％），東京（３人　２．９％），愛知

（３人　２．９％），熊本（３人　２．９％），千葉（２人

１．９％）と続いている。第５図で出身地の分布状況

をみると，長野県を中心に東は関東地方へ，西は

中京・近畿地方へと分布が細かく広がっているが，

特筆すべきは北海道と沖縄でその派遣社員の数が

多いことである。

　長野県を除く地域で，派遣社員の出身地に北海

道や沖縄県，青森県といった地域が顕著なのは，

それぞれの地域での雇用の確保が難しいことがそ

の要因と考えられる���。これらの道県では有効求

人倍率が全国平均を大きく下回っているために，

各都道府県で雇用機会を得ることが出来なかった

人々が派遣会社に登録し，登録を行った出身地を

離れて就業するケースが多い。

　平成不況以降，全国的に労働力の調整をこのよ

うな人材派遣会社を通して従業を依頼する派遣社

員で行っている事例が多い。この要因には企業が

受注を受けてから製品の製造に入るため，正社員

を常時雇用して体制を整えるよりも，工場の稼働

率が高い時期のみ派遣社員を間接雇用するほうが

コスト削減につながるためである。このことは雇

用調整に適した派遣社員が，諏訪地域を含む長野

県出身に多いことにも反映していると考えられ

る。

　以上の要因から，諏訪地域でも労働力調整に人

材派遣会社を通して間接雇用した派遣社員で行う

事例が多い。そのため，近年では諏訪地域内にも

人材派遣会社が多く立地するようになった。この
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第５図��社　派遣社員の出身地
� （�社　従業員名簿より作成）
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第６図�．　�社　正社員ライフパス
� 　�（アンケート調査より作成）
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第６図�．　�社　派遣社員ライフパス
� 　�（アンケート調査より作成）



際に特徴的なのが，企業側は東京や名古屋等の大

都市にある大手の人材派遣会社よりも，小規模で

も諏訪地域に事務所が立地する人材派遣会社に派

遣社員を依頼することが多い点である。これは間

接雇用者である企業側と派遣社員との間に何らか

の問題が発生した場合その対処に迅速性が求めら

れるため，企業側か諏訪地域内に事務所を構える

派遣会社を志向することが大きな理由と考えられ

る。また諏訪地域に立地する企業の経営陣や中小

規模の人材派遣会社の経営者には，同じ諏訪地域

の出身者であることが多い。そのため地縁関係に

よる繋がりが，より安定した提携関係を求める企

業側の派遣会社選定に作用することも要因の一つ

と考えられる。

Ⅳ．諏訪地域における工場労働者の居住地移動

　続いて，本章では居住地移動のパターンとその

要因について事例企業で行ったアンケートの集

計・分析の結果から考察を行う。本稿で行ったア

ンケート調査では配布数が２３０部で，内９１．３％に

当たる２１０部の回収が行われた。またその中で有

効回答部数は回収部数の８４．３％にあたる１７７部で

ある。（第１表参照）

Ⅳ－１　居住地移動のパターン

Ⅳ－１－１）　正社員の居住地移動パターン

　第６図��．��．�は�社の正社員の居住地移動パ

ターンを示したライフパスである。これをみると

現住地まで居住地移動が一回も行われなかった事

例が８２件で全体の５０．０％を占め，その全てが出生

から現在まで同じ場所に居住している。また，同

じ市町村内で転居を行った事例は１５件で，この値

は全体の９．１％を示している。つまり，出生から

現在まで同じ場所に居住あるいは同市町村内に居

住している事例が，正社員の半数を超える５９．１％

（９７件）にものぼっている。また諏訪地域内で居住

地の移動が行われた事例は３８件（２３．２％）あり正

社員が諏訪地域内で継続居住あるいは転居した事

例は１３５件で全体の８２．３％にも及んでいる。

　一方，諏訪地域以外の地域との間に居住地移動

が発生したケースでは，諏訪地域を除く長野県内

が１０件（６．１％），長野県外が３２件（１９．５％），国

外が２件（１．２％）であった。長野県内で居住地移

動が発生した地域としては松本市（４件）がもっ

とも多く諏訪地域との近接性によるものと考えら

れる。また長野県外では，東京都（９件）が最多

で千葉県や埼玉県といった関東地方の県や岐阜

県，愛知県など中京地方への居住地移動もみられ

た。

　以上のライフパスから正社員の居住地移動パ

ターンを考察すると，諏訪地域内での居住地移動

が特化していることが分かる。また，諏訪地域出

身者でない正社員を除けば，一度諏訪地域を離れ

ても，再び自らの出身地あるいは諏訪地域内の隣

接市町村に居住地を設けている。

　第７図は�社の正社員の現住地を示した図����であ

る。この図をみると茅野市に居住する正社員が１８８
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第１表��社におけるアンケートの配布・回
収結果（２００４年）

有効回答率�（％）有効回答部数回収率�（％）回収部数配布部数

８４．３％１７７９１．３％２１０２３０

第７図��社　正社員の現住地
� （�社　従業員名簿より作成）



人と最も多く全体の過半数の５５．１％を占めている。

次いで多いのが諏訪市の５８人（１７．０％）で，富士見

町（２８人　８．２％），岡谷市（２３人　６．７％），原村

（１６人　４．６％），下諏訪町（１４人　４．１％）と続い

ている。また諏訪地域の近隣市町村である辰野町

（４人　１．２％）や塩尻市（３人　０．９％）などに居

住し，茅野市まで通勤している正社員もみられ

る。これら正社員の居住地は，出生からそのまま

居住している事例のほかに，職場への近接性を考

えて転居してきた場合や，進学や転勤などで一度

出生地を離れ，再度諏訪地域へ移動が行われた際

に，実家と職場との近接性を考慮に入れて現住地

を選択するなどの行為がなされていると推察され

る。

Ⅳ－１－２）　派遣社員の居住地移動パターン

　第８図は�社の派遣社員の居住地移動パターン

を示したライフパスである。これをみると正社員

に比べ，派遣社員で居住地移動を行わなかった事

例が極端に少なく，移動経験のない事例は諏訪地

域で出生から現在まで居住している。

　派遣社員のライフパスの特徴は，県外からの移

動であり，派遣社員の中で移動経験のある事例の

全てが諏訪地域外からの出身者である。彼らの出

身地を見ると北海道（２件），青森（２件），宮城

（１件）等，北日本を中心に出身地が集中してい

る。そして派遣社員の多くは，諏訪地域への居住

地移動が最初の移動経験ではなく，現時点で関

東・東北地方などでも間接雇用の経験をもってい

る。そのため，正社員のライフパスが諏訪地域内

での移動が顕著なのに比べ，派遣社員のライフパ

スは県外方向からの移動に特化している。

　第９図は�社の派遣社員の現住地を示した図���で

ある。これをみると茅野市に居住する派遣社員が７７

人と最も多く全体の７４．８％を占めている。次いで諏

訪市（２３人　２２．３％），下諏訪町（２人　１．９％），

岡谷市（１人　１．０％）と続いている。茅野市に派

遣社員の現住地が多いのは正社員と同様に職場へ

の近接性も大きな要素と推察されるが，派遣会社

が用意した集合住宅が派遣企業の周辺部に位置す

るケースが多いことが最大の要因と考えられる。

　派遣会社は，全国から集る人材のために，派遣

先となる企業が集中している地区の周辺にアパー

ト等の集合住宅を用意してそこに居住させるなど

のバックアップを行っている。その居住地の多く

は企業が集積している地区に多く，派遣会社に

よっては家賃の補助や入居時の保証人になる場合

もある。そのため，派遣社員の居住地は，派遣先

である企業・工場との近接性や派遣会社がアクセ

スしやすい地区に集中する傾向がある。

Ⅳ－２　居住地移動の要因

Ⅳ－２－１）　正社員の居住地移動の要因

　続いて居住地移動の要因について考察を行う。

まず第２表は正社員における居住地移動の要因と

なったライフイベントをまとめたものである。こ

れをみると最も多い項目が「結婚・出産」の１９件

で，次いで「住宅の新築」（１６件），「転勤」（１４件），

「就職」（１１件）と続いている。項目を属性ごとに

みると，「仕事」に関する項目が４０件で最も多く，

次いで「住宅」（２６件），「家族」（２４件）がほぼ同

じ規模で移動の契機となっている。

　この結果に先ほどの正社員のライフパスを重ね

て考察すると，前々住地から前住地に移動する際

に働いた要因には，「転勤」や「転職」といった仕
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第２表��社　正社員の居住地移動要因�

※複数回答

その他住宅家族仕事

その他住宅を新築親との同居・近居結婚・出産
通勤・通学環境
の改善

転勤転職就職本人の学業

５１０１６５１９６１４９１１６

ｎ＝９７
（アンケート調査より作成）
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第８図��社　派遣社員のライフパス
� （アンケートより作成）



事にまつわる項目が１７件と最も多く，次いで「結

婚・出産」等の家族に関わる項目が１３件，以下「住

宅」（５件），学業（２件）の順である。同様に前

住地から現住地への移動時の要因でも，最も多い

のが仕事にまつわる項目で２３件あった。しかし次

点である要因が現住地への移動では住宅に関する

要因で２０件となっており，以下「家族」（１１件），

「学業」（５件）の順になっている。（第６図参照）

これは前々住地から前住地への移動が，定住志向

ではなく仮の住まいとしての認識で居住地移動を

していたのに対し，現住地への移動の際には住宅

の購入等の定住志向に基づいた要因で移動が発生

するためと考えられる。

Ⅳ－２－２）　派遣社員の居住地移動の要因

　次に派遣社員の居住地移動についてその特徴を

考察する。第３表は派遣社員の居住地移動の要因

となったライフイベントをまとめたものである。

これによると，最も多い要因が「派遣先の変更」

で３件である。以下はそれぞれ２件ずつで「転

職」「親との近居・同居」「賃貸の契約終了」等の

項目が並んでいる。

　この結果に先ほどの派遣社員のライフパスを重

ねて考察すると，前々住地から前住地への移動要

因となったのが「派遣先の変更」で１件の事例が

みられる。また同様に前住地から現住地への移動

要因にも「派遣先の変更」が２件みられ，派遣社

員の居住地移動に「派遣先の変更」が大きく関

わっていることが分かる。また，「転職」や「賃貸

契約の終了」も派遣社員の居住地移動の特性をみ

る上で興味深い。（第８図参照）近年はフリーター

や派遣社員等，人間関係に左右されない職場を求

めて就業する人々が増加しており，派遣社員の

「転職」という居住地移動の要因はその背景を示し

たものと考えられる。また，「賃貸契約の終了」も

人材派遣会社は，依頼された間接雇用期間に併せ

て集合住宅を借り入れるために，「派遣先の変更」

と同時期にこのライフイベントが訪れる。この要

因は正社員の居住地移動にみられる場合とは区別

して考える必要があり，派遣社員の居住地移動に

おける契機の指標になると考えられる

Ⅴ．まとめ

　本稿では諏訪地域において事例企業を選定し，

そこに就業する工場労働者を正社員及び派遣社員

に区分し，それぞれの居住地移動パターンならび

にその要因について考察を行った。その分析の結

果を要約すると以下のとおりである。

　まず居住地移動パターンについては，正社員が

長野県内，特に諏訪地域内での移動が顕著である

ことが分かった。このパターンは正社員の大部分

が諏訪地域の出身者であることが大きく影響して

いる。また，派遣社員の移動パターンには，北海

道や東北地方など諏訪地域，長野県を越えての遠

隔地からの移動がみられた。これは派遣社員の多
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第９図��社　派遣社員の現住地
� （�社　従業員名簿より作成）

第３表��社　派遣社員の居住地移動要因�

※複数回答

住宅家族仕事

住宅の新築
賃貸の�
契約終了

親との�
同居・近居

派遣先の変更転職

１２２３２

ｎ＝１０
（アンケート調査より作成）



くが諏訪地域外の出身者で，就業機会の少ない地

域から間接雇用員として諏訪地域に就業している

ことに由来している。

　次に，居住地移動の要因については，正社員，

派遣社員共に仕事に関わる項目が最も多い結果と

なった。しかし，正社員の場合は転職や転勤等の

サラリーマンとしての移動が仕事に関わる項目の

中で顕著な要因となっている。また諏訪地域の出

身者が多く，妻帯者も多いことから結婚や住宅購

入など家族に関わる項目が目立った。一方で派遣

社員も，仕事に関わる項目が大勢を占めたが，雇

用期間が終了すればまた次の派遣先へ移動するた

め，派遣先の変更が移動要因の主要項目となっ

た。

　以上が，本稿で明らかになった考察結果であ

る。しかし今回の研究では幾つかの課題も残され

た。第１に本稿では，諏訪地域の工場労働者を正

社員と派遣社員の二種類に区分して居住地移動の

分析を行ったが，それぞれの差異について特に派

遣社員の移動要因については，資料上の制約から

より詳細な分析には至らなかった。第２に，本稿

では事例企業を１社のみに限定し分析を行った

が，諏訪地域というスケールで工場労働者を考察

するには，同地域に立地する業種・業態が異なる

他の工場労働者の居住地移動も考慮する必要があ

る。これらについては，今後検討していきたい。
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